
（内陸型火山編） （島しょ型火山編）

■目的
 現行の手引きは、
・平成20年に策定された「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針」や、
・平成23年の新燃岳噴火の際にまとめられた、地域住民等の安全を確保し、円滑な避
難行動を行うための避難計画を策定する上で必要と思われる事項を整理した「霧島
山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合の避難計画策定のガイドライン」

をもとに、各種災害で得られた知見を反映させ、平成24年3月に策定されたもので、登
山者・観光客よりも住民避難を主眼としたものである。

 また、平成20年の指針には、島しょ部の避難計画の重要性が示されており、内陸型と
島しょ型の2冊構成としている。

■掲載内容
 具体的で実践的な避難計画とその
必要性

 避難計画の内容（火山防災協議会
による防災体制の確立、準備に関す
る事項、避難時の対応に関する事項、
避難後の対応に関する事項等）

 平常時からの備え（教育や啓発等）
 参考資料（チェックリスト等）
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■目次構成

１．具体的でかつ実践的な避難計画の必要性について

２．本手引の位置付けについて

３．具体的で実践的な避難計画とは

４．避難計画策定の手引

４－１．避難対策の内容と検討主体、実施責任者

４－２．火山防災協議会の設置による防災体制の確立

４－３．避難計画の策定項目の抽出

４－４．避難を想定した準備に関する事項

４－５．避難時の対応に関する事項

４－６．避難後の対応に関する事項

５．平常時からの備え

５－１．防災関連施設や設備等の整備

５－２．防災訓練

５－３．普及啓発等

参考資料
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